
手形・小切手機能の「全面的な電子化」に関する検討会（第 13回） 

次 第 

 

 2023年 10月 31日（火）午前 10時 30分～ 

Web会議（Webex） 

 

１. 自主行動計画の改定について（事務局） 

 

２. 全面的な電子化に向けた取組み状況について（事務局、三井住友銀行様） 

 

３. 質疑応答・意見交換 

 

以 上 
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自主行動計画における手形・小切手交換枚数の指標について

1

• 全銀協の自主行動計画では、 2026年度末までに手形・小切手の交換枚数をゼロにすることを最終目標として設定しており、
その指標は、電子交換所設立以降、「電子交換所における約束手形等の交換枚数」に置き換わることとしている。

• なお、同計画においては、電子交換所における交換枚数のうち、「行内交換約束手形等は対象外とする」ことにしている*。
* 従来指標（全国手形交換枚数）との平仄や、電子交換所で行内交換分を集計できるか同計画策定時点で不明だった等の事情による。

自主行動計画抜粋

（中略）
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自主行動計画の改定について
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• 国の「約束手形・小切手の利用廃止」の方針や、企業・金融機関双方の業務効率化・コスト削減等の観点からは、
行内交換約束手形等も含む全ての手形・小切手の電子化を目指すべき。

• 上記考えに基づき、今後は電子交換所に持出される、行内交換分を含む全ての約束手形等の交換枚数を指標とする。
• なお、電子交換所では業態別、金融機関別の交換枚数も正確に集計可能（進捗の分析・推進に活用）。

従来指標（全国手形交換所） 新指標（電子交換所）

金融機関A
α支店

事業者X

金融機関B

金融機関A
β支店

事業者Y手形・小切手振出

取立依頼

他行交換分

全国手形交換所

行内交換分
電子交換所

金融機関A
α支店

事業者X

金融機関B

金融機関A
β支店

事業者Y手形・小切手振出

取立依頼

他行交換分

行内交換分

20/10月に全銀協が実施した
金融機関向けアンケートの結果、
８割以上の金融機関が
行内交換分も電子交換所に
持出すと回答

①法務大臣指定の交換所のみ集計対象
 （私設手形交換所は対象外）
②手形・小切手の内訳は、東京・名古屋・
大阪交換所のみ、3月・9月の特定月に

 集計しており、その比率を①に適用して
 全体の推計値としていた

原則、全他行交換分が対象。
手形・小切手の内訳も精緻に
集計可能に
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新指標に基づく足元の交換枚数
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• 電子交換所における2023年1月～9月の交換枚数は1,892万枚（手形956万枚+小切手936万枚）。
これを12か月に引き延ばすと、2023年の交換枚数の見込みは2,523万枚（手形1,275万枚+小切手1,248万枚）。

• 2026年度末までにゼロにするためには、毎年841万枚（手形425万枚+小切手416万枚）減らしていく必要。

2023年見込み 2024年 2025年 2026年2022年推計値

新指標に基づく交換枚数

3,000万枚

2,500万枚

1,500万枚

500万枚

2,000万枚

1,000万枚

3,500万枚

2,523

1,275

1,248
1,610

1,581

3,191

1,682

850

832
416

425

841

0

■手形 ■小切手

▲841

▲841

▲841



© 2023 JAPANESE BANKERS ASSOCIATION

（参考）前指標に基づくこれまでの交換枚数 ～６月30日検討会資料再掲～
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• 2022年の全国手形交換枚数(手形・小切手の推計値)は、自主行動計画に基づく単年目標(▲約536万枚/年)に対し、
▲約359万枚/年で、達成率約67％と未達。
2023年以降は、単年目標に、これまでの未達成分(約202万枚)を加味した削減に向け、更なる取組強化が必要。
（なお、2023年は2018年検討会報告書で設定した中間的目標「5年で6割電子化」の達成期限。）

• 参考値としてのでんさいの発生記録請求件数は、引き続き増加傾向。ただし、直近の増加率は鈍化。

全国手形交換枚数（手形・小切手、推計値） でんさいの発生記録請求件数（参考値）

※種類別内訳は東京・大阪・名古屋の手形交換所における3月中の交換枚数をもとに比率を推計して算出。
ただし、2022年は、１月１日～11月３日までは同様に算出し、11月４日以降は、「電子交換所における

   手形交換高などの統計」の「他行宛手形交換高」の計数を使用のうえ、両者を合算して算出

1,053

1,948
1,664

1,280

868

1,491

▲18%

▲18%

▲15%
▲10%

65 75 86
92 115 136

156
206

26045

62

83

0

100

200

300

400

500

600

2020年 2021年 2022年

(企業規模別内訳)中小企業2・個人事業主
中小企業1
中堅企業
大企業

＋34%

＋26%

＋18%

＋14%

458

565

359

+100〈＋28%〉

（万件）

+106〈＋23%〉

＋36%

＋32%

＋25%

＋15%

※大企業：資本金10億円以上、 中堅企業：〃1億円以上10億円未満、
中小企業1： 〃 2,000万円以上1億円未満、 中小企業2： 〃 2,000万円未満

増加傾向なるも、
増加率は前年比鈍化
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A：2022年の全国手形交換枚数
 （手形＋小切手＋その他証券）

B：23/１月～９月の他行交換分の構成比率
（手形、小切手）

C：自行交換比率*
* 手形・小切手機能の電子化に関する検討会
報告書P.6（2018年12月14日）

3,203万枚
手形：836万枚／39.0％
小切手：796万枚／37.2%

（その他証券：510万枚／23.8％）

手形：21 ％
小切手：26 ％

【データ】

【計算方法】

手形
STEP１： 3,203万枚 × 39.0%＝1249.2万枚
STEP２： 1249.2万枚 ÷（100%-21％）＝1,581万枚

小切手
STEP１： 3,203万枚 × 37.2％＝1191.5万枚
STEP２： 1191.5万枚 ÷（100％-26%）＝1,610万枚

（参考）新指標に基づく2022年推計値の算出方法

STEP１： AにBの手形・小切手の割合を掛け、自行交換分を含まない手形・小切手の交換枚数を算出
STEP２： STEP１の数値を（100%－Cの自行交換比率）で割戻すことで、自行交換分を含む手形・小切手交換枚数を算出

新指標に基づく2022年の手形・小切手の交換枚数推計値 ＝ A × B ÷（100％ - C）

【新指標に基づく2022年の手形・小切手の交換枚数推計値】
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（参考）2022年推計値に基づくコスト削減効果
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手形→電子記録債権 小切手→EB PC・EB等
重複調整 合計

振出 受取 振出 受取

人件費 ▲74 ▲77 ▲81 ▲77 ▲309

システム・諸経費 ▲7 6 8 ▲4 ▲7 ▲5

銀行手数料 70 ▲12 128 ▲79 ▲10 97

印紙 ▲41 ▲41 0 ▲101 ▲184

合計 ▲52 ▲125 54 ▲261 ▲17 ▲401

（参考）6/30(金) 検討会資料

手形・小切手利用枚数
（年間。MURC推計値）
手形  ： 1,098万枚
小切手： 3,419万枚

単位：億円

前頁の2022年推計値に基づく概算

手形・小切手利用枚数
（年間。推計値）
手形  ： 1,581万枚
小切手： 1,610万枚

単位：億円

手形→電子記録債権 小切手→EB PC・EB等
重複調整 合計

振出 受取 振出 受取

人件費 ▲107 ▲111 ▲38 ▲36 ▲292

システム・諸経費 ▲10 9 4 ▲2 ▲7 ▲6

銀行手数料 101 ▲17 60 ▲37 ▲10 97

印紙 ▲59 ▲59 0 ▲48 ▲166

合計 ▲75 ▲178 26 ▲123 ▲17 ▲367

×1,581万枚／1,098万枚 ×1,610万枚／3,419万枚

• 前頁の2022年推計値に基づくと、全面電子化した場合の利用者全体のランニングコスト削減効果は年間▲367億円。

一律に枚数比率を掛けて算出。
（例えば、システム・諸経費に含まれるインターネット等通信料金や、
銀行手数料に含まれるEB月間利用料のように、
手形・小切手枚数に比例しない費用もあるが、概算値として算出。）
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（参考）新指標に基づく足元の交換枚数（業態別①）
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2023年見込み 2024年 2025年 2026年

900万枚

800万枚

700万枚

600万枚

500万枚

400万枚

300万枚

200万枚

100万枚
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247
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233

165
82

都銀

2023年見込み 2024年 2025年 2026年

900万枚

800万枚

700万枚

600万枚

500万枚

400万枚

300万枚

200万枚

100万枚

881
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587

294

242
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地銀

2023年見込み 2024年 2025年 2026年

900万枚

800万枚

700万枚

600万枚

500万枚

400万枚

300万枚

200万枚

100万枚

210

106
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70

71 35

第二地銀

2023年見込み 2024年 2025年 2026年

900万枚

800万枚

700万枚

600万枚

500万枚

400万枚

300万枚

200万枚

100万枚

605

444

403

202
296

148

信用金庫

■手形 ■小切手

0

0

0

0
3569

104

452

301

151

518

345

173

161

107

54
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（参考）新指標に基づく足元の交換枚数（業態別②）
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■手形 ■小切手

2023年見込み 2024年 2025年 2026年

60万枚

50万枚

40万枚

30万枚

20万枚

10万枚

52

40

35

17
27

13

信用組合

0
2023年見込み 2024年 2025年 2026年

60万枚

50万枚

40万枚

30万枚

20万枚

10万枚
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8
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7

JA・マリンバンク

0

2023年見込み 2024年 2025年 2026年

60万枚

50万枚

40万枚

30万枚

20万枚

10万枚

51

26

34

17

17
9 0

その他（信託、労金、ゆうちょ、商中、外銀 等）

4

12

8
4

3

1

25

17

8





広報活動について

2023年10月31日
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全銀協における広報活動について

1

 2023年11月を「決済・経理業務の電子化推進強化月間」と定め、「手形・小切手機能の電子化」に関する広報活動を実施。
 全ての手形・小切手の振出人の目に留まることを企図し、金融機関が発行する手形帳・小切手帳に印字可能な広告（または
広告文）を作成

主な活動・取組み 概 要

④ 手形帳・小切手帳への
広告の掲載

■ 金融機関が発行する手形帳・小切手帳について、手形・小切手機能の電子化を呼びかける広告を作成
 ・ 空きスペースに印字可能な、広告（または広告文） ・ 手形帳・小切手帳に差し込み可能な広告ページ

主な活動・取組み 概 要

① 企業向けオンライン
セミナーの開催

■ テーマ：手形・小切手の全面的な電子化セミナー
■ 日 時：2023年11月２日、16日、21日（午前・午後の各２回）※ 12月、１月にも開催予定（計12回）
■ 主 催：全銀協・でんさいネットの共同主催   ■ 後 援：金融庁、中企庁、経産省、経団連、日商

② ウェブ広告および
雑誌広告の実施 ■ 2022年度に作成した動画およびチラシを活用

③ SNS等を活用した周知・
広報ツール等の誘導

■ 全銀協公式SNS（X（旧Twitter）、Facebook、YouTube）等を活用
■ 周知・広報ツール（動画およびチラシ）や全銀協の決済高度化ポータルサイト等に誘導

２．その他の広報活動の取組み

１．「決済・経理業務の電子化推進強化月間」の主な活動・取組み
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「決済・経理業務の電子化推進強化月間」の主な活動・取組み①

2

１．企業向けオンラインセミナー

内 容

概 要

 テーマ：手形・小切手の全面的な電子化セミナー
 日 時：2023年11月２日、16日、21日（午前・午後の各２回）

※ 2023年12月、１月にも開催予定（計12回）
 主 催：全銀協・でんさいネットの共同主催   
 後 援：金融庁、中企庁、経産省、経団連、日商
 規 模：各回500名まで参加可能

内 容

【全共通プログラム】：全国銀行協会 講演
 テーマ：手形・小切手の利用実態調査および全面的な電子化に向けた

金融界の取組状況について
【個別プログラム】：でんさいネット 講演
 ステップ①：まずはでんさいを知ろう編！

• 対 象：でんさいを初めて知る方
• 内 容：基本的な仕組みや、各種機能について紹介

 ステップ②：利用までの手順を知ろう編！
• 対 象：でんさいを利用したいが始め方が分からない方
• 内 容：利用開始までの流れや、準備に役立つコンテンツを紹介

 ステップ③：画面操作を知ろう編！
• 対 象：でんさいの画面操作に不安がある方
• 内 容：システムベンダーがデモ画面を操作しながらでんさいの支払、

譲渡方法等を解説
 ステップ④：取引先へ案内しよう編！

• 対 象：でんさいを取引先に案内したい方
• 内 容：実際の案内事例や、案内時に役立つツール等を紹介

【チラシ（表）】
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「決済・経理業務の電子化推進強化月間」の主な活動・取組み②
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２．ウェブ広告および雑誌広告

項 目 内 容

ターゲット
① 日本全国の幅広いビジネスパーソン
② 個人事業主・中小企業経営者、中堅企業・大企業の経理担当者

および責任者

訴求内容
① 2026年度末までの手形・小切手の全面的電子化の理解促進
② 手形・小切手の電子化に関するメリット
③ オンラインセミナーの案内（ウェブ広告のみ）

広告
媒体

ウェブ
広告

GDN（Google Display Network)
（想定ｲﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝ数：約640万/月）

11月１日～12月28日
（約２か月）

雑誌
広告

週刊東洋経済
（発行部数：約65,000部)

• 12月18日発売号
• 本文中の記事広告

PRESIDENT
（発行部数：約190,000部）

• 11月10日発売号
• 表紙裏

【ウェブ広告】

【雑誌広告】（PRESIDENT）
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「決済・経理業務の電子化推進強化月間」の主な活動・取組み③
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３．SNS等を活用した周知・広報ツール等の誘導

 全銀協公式SNS（X（旧Twitter）、Facebook、YouTube）等を活用
 周知・広報ツールや全銀協の決済高度化ポータルサイト等に誘導

〔 Facebook 〕

〔 YouTube 〕

【公式SNS】
〔X（旧Twitter）〕

〔動画〕

〔チラシ〕 〔ポータルサイト〕
【周知・広報ツール等】
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その他の広報活動の取組み
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【広告文】

○ 手形帳・小切手帳への広告の掲載

項 目 内 容

ターゲット 手形・小切手の利用者（振出）
 ⇒ 全ての手形・小切手の振出人の目に留まることを企図

訴求内容 2026年までの手形・小切手の利用廃止を踏まえたでんさい・振込への切替の案内

広告媒体
 金融機関が発行する手形帳・小切手帳の空きスペースに印字可能な、広告（または

広告文）
 手形帳・小切手帳に差し込み等ができる広告を作成

【広告】（イメージ）

政府は約束手形・小切手の利用廃止を決定しています！
2026年までに、でんさいやインターネットバンキング

による振込にお切替ください！
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